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「高知市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準条例（仮称）」案 

のパブリック・コメントについて 

    

        

高知市では，放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定めるため，「高知市放課

後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準条例（仮称）」の制定を進めています。この条例

の制定にあたって，高知市市民意見提出制度（パブリック・コメント）に基づき，市民の皆さまか

らのご意見を募集します。 

 

 

    

    

１ 募集案件 

  「高知市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準条例（仮称）」案 

    

２ 意見書の提出期間 

  平成26年３月28日（金）～４月18日（金）（必着） 

 

３ 意見書の提出方法 

  郵送・ファクス・電子メールまたは青少年課（H26.４.１から子ども育成課）へ直接持参してくださ

い。また，高知市ホームページの「パブリックコメント」のページにある入力フォームからも意見を

送信することができます。なお，口頭や電話での受付は行いません。 

 

４ 意見書の提出先 

  ・平成26年 3月 31日まで 

〒780-8571 高知市鷹匠町2丁目1番 43号 

高知市教育委員会青少年課 

ファクス088-825-2440 

電子メール kc-201400@city.kochi.lg.jp 

 

  ・平成26年 4月 1日から 

〒780-8571 高知市丸ノ内1丁目7番 45号 

高知市こども未来部子ども育成課 

ファクス088-825-2440 

電子メール kc-280300@city.kochi.lg.jp 

 

５ 意見書様式 

  高知市市民意見提出制度実施要綱により，意見書には住所・氏名の記載が必要です。 

  意見書は特に様式を定めていませんが，様式例を２ページに掲載しています。 

 

６ 意見の公表等 

  お寄せいただいたご意見は，取りまとめて高知市ホームページで公表します（氏名等は公表しませ

ん）。それらに対する高知市の考え方と，修正を行った場合は修正内容についても掲載します。ただし，

個々のご意見への直接回答は行いませんのでご了承ください。 

 

７ 問い合わせ先    

青少年課（H26.４.１から子ども育成課） 電話088-823-9482（電話番号は変わりません） 

条例案の概要及び参考資料は３ページ以降に掲載しています。 
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意意意意            見見見見            書書書書    

    

高知市市民意見提出（パブリック・コメント）制度実施要綱第６条の規定により，公表された 

 

「高知市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準条例（仮称）」案の概要について，意見書 

 

を提出します。 

 

 

平成  年  月  日  

高 知 市 長  宛 

 

意見書提出者 

 

                    

    

    

    

意見の趣旨 

 

意見書の提出は，平成26年４月18日（金）まで（必着）となります。 

    

住所  

氏名  

電話番号  
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１１１１    条例制定条例制定条例制定条例制定のののの必要性必要性必要性必要性についてについてについてについて                                                                                                                                            

 

    平成 24 年８月に質の高い幼児期の学校教育，保育の総合的な提供，保育の量的拡大及び確保並びに

地域における子ども・子育て支援の充実を図るため，子ども・子育て関連３法が成立し，子ども・子育

て支援の新たな制度が創設されました。 

新たな制度では，市町村は，放課後児童健全育成事業の設備及び運営について，条例で基準を定める

ことと規定されたことに伴い制定するものです。 

 

 

２２２２    高知市高知市高知市高知市放課後児童健全育成事業放課後児童健全育成事業放課後児童健全育成事業放課後児童健全育成事業のののの設備及設備及設備及設備及びびびび運営運営運営運営にににに関関関関するするするする基準基準基準基準条例条例条例条例（（（（仮称仮称仮称仮称））））案案案案のののの概要概要概要概要についてについてについてについて                                                                                                                                        

 

○○○○条例条例条例条例のののの趣旨趣旨趣旨趣旨及及及及びびびび目的目的目的目的    

    高知市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準条例（仮称）は，児童福祉法第 34 条の

８の２第１項の規定により，高知市の放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を条例で定

めるものです。 

この基準は，児童の身体的，精神的及び社会的な発達のために必要な水準を確保するものでなければ

ならず，利用者が，明るくて，衛生的な環境において，素養があり，かつ，適切な訓練を受けた職員の

支援により，心身ともに健やかに育成されることを保障するものです。 

放課後事業健全育成事業を行う者は，事前の届出が必要となり，当該基準を遵守しなければなりませ

ん。 

 

○○○○条例条例条例条例でででで運営運営運営運営にににに関関関関するするするする基準基準基準基準をををを定定定定めるめるめるめる放課後児童健全育成事業放課後児童健全育成事業放課後児童健全育成事業放課後児童健全育成事業    

放課後児童健全育成事業とは，小学校に就学している児童であって，その保護者が労働等により昼間

家庭にいないものに，授業の終了後に児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び及び生活の場を与え

て，その健全な育成を図る事業をいいます。 

    

○○○○「「「「従従従従うべきうべきうべきうべき基準基準基準基準」」」」とととと「「「「参酌参酌参酌参酌すべきすべきすべきすべき基準基準基準基準」」」」    

 厚生労働省令「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」では，国の基準を「従うべき

基準」と「参酌すべき基準」に区分しています。条例はそれぞれの基準に基づき定める必要があります。

この「従うべき基準」と「参酌すべき基準」の定義及びその内容は次表のとおりです。 

 

従うべき基準 

【定義】 

条例の内容を直接的に拘束する，必ず適合しなければならない基準であり，当該基準に従う範

囲内で地域の実情に応じた内容を定める条例は許容されるものの，異なる内容を定めることは

許されないもの。※「従うべき基準」を下回る内容を定めることは許容されないが，当該基準

に従う範囲内で，地域の実情に応じ「従うべき基準」を上回る内容を定めることは許容される。 

【内容】※児童福祉法第34条の８の２第１項 

放課後児童健全育成事業に従事する者及びその員数 

参酌すべき基準 

【定義】 

地方自治体が十分参酌した結果としてであれば，地域の実情に応じて,異なる内容を定めるこ

とが許容されるもの。 

【内容】※児童福祉法第34条の８の２第１項 

厚生労働省令のうち「従うべき基準」以外の基準 
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○○○○条例制定条例制定条例制定条例制定にににに係係係係るるるる基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方    

条例の制定にあたっては，「従うべき基準」及び「参酌すべき基準」いずれも国の基準をもって高知市

の基準とする予定です。ただし，暴力団の排除については，高知市及び高知県が推進する政策のため，

国と異なる内容（独自基準）を定めています。 

 

○○○○条例条例条例条例案案案案のののの構成及構成及構成及構成及びびびび内容内容内容内容    

【【【【５ページ以降をご参照ください】    

 

○○○○施行予定日施行予定日施行予定日施行予定日    

 平成 26年 10月１日 

 

 



①①①①総則総則総則総則

第２条 - 〈最低基準の目的〉

第３条 - 〈最低基準の向上〉

第４条 - 〈最低基準と放課後児童健全育成事業〉

参酌すべき基準 〈放課後児童健全育成事業者の一般原則〉

-

第６条 参酌すべき基準 〈放課後児童健全育成事業者と非常災害対策〉

第７条 参酌すべき基準 〈放課後児童健全育成事業者の職員の一般的要件〉

第８条 参酌すべき基準 〈職員の知識及び技能の向上等〉

第９条 参酌すべき基準 〈設備の基準〉

従うべき基準

参酌すべき基準 〈職員〉④②の支援の単位の児童数

第11条 参酌すべき基準 〈児童を平等に取り扱う原則〉

第12条 参酌すべき基準 〈虐待等の禁止〉

第13条 参酌すべき基準 〈衛生管理等〉

第14条 参酌すべき基準 〈運営規程〉

第15条 参酌すべき基準 〈放課後児童健全育成事業者が備える帳簿〉

第16条 参酌すべき基準 〈秘密保持等〉

第17条 参酌すべき基準 〈苦情への対応〉

第18条 参酌すべき基準 〈開所時間及び日数〉

第19条 参酌すべき基準 〈保護者との連絡〉

第20条 参酌すべき基準 〈関係機関との連携〉

第21条 参酌すべき基準 〈事故発生時の対応〉

附則附則附則附則

〈施行期日〉

〈職員の経過措置〉

高知市放課後児童健全育成事業高知市放課後児童健全育成事業高知市放課後児童健全育成事業高知市放課後児童健全育成事業のののの設備及設備及設備及設備及びびびび運営運営運営運営にににに関関関関するするするする基準条例基準条例基準条例基準条例〈〈〈〈仮称仮称仮称仮称〉〉〉〉案案案案
のののの構成及構成及構成及構成及びびびび内容内容内容内容

・厚生労働省令「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」の条ごとに，それに対応する高
知市の条例の内容を説明しています。

・厚生労働省令を条例化していないものや厚生労働省令と条例の内容に差異がある場合は，その理由等を
記載しています。

・それ以外については，条例の内容は厚生労働省令と同じ内容になっています。内容の詳細については，
参考資料として厚生労働省令の抜粋を添付していますので，ご参照ください。

・厚生労働省令により「従うべき基準」とされている基準には着色をしています。

厚生労働省令 高知市条例の内容

第５条

【独自基準】
〈放課後児童健全育成事業者の一般原則〉⑤暴力団の排除
子どもの安全で安心な保育を確保するため，放課後児童健全育成事業者から
暴力団を排除
※高知県の各施設共通の統一基準に合わせた基準とするもの

第10条

〈職員〉①放課後児童支援員の配置，②放課後児童支援員の支援の単位ごとの
員数等，③放課後児童支援員の資格等，⑤支援の専任

厚生労働省令 高知市条例の内容

- 5 -



【参考資料】 

－ 6 － 

 

○厚生労働省令第   号 

児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十四条の八の二第二項の規定に基づ

き、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を次のように定める。 

平成二十六年  月  日 

厚生労働大臣 田村 憲久 

 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（仮称） 

（趣旨） 

第一条 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号。以下「法」という。）第三十四条

の八の二第二項の厚生労働省令で定める基準（以下「設備運営基準」という。）は、次

の各号に掲げる基準に応じ、それぞれ当該各号に定める規定による基準とする。 

一 法第三十四条の八の二第一項の規定により、放課後児童健全育成事業（法第六条の

三第二項に規定する放課後児童健全育成事業をいう。以下同じ。）に従事する者及び

その員数について市町村（特別区を含む。以下同じ。）が条例を定めるに当たって従

うべき基準 第十条（第四項を除く。）の規定による基準 

二 法第三十四条の八の二第一項の規定により、放課後児童健全育成事業に従事する者

及びその員数以外の事項について市町村が条例を定めるに当たって参酌すべき基準 

この省令に定める基準のうち、前号に定める規定による基準以外のもの 

２ 設備運営基準は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）の監督に属する放課

後児童健全育成事業を利用している児童（以下「利用者」という。）が、明るくて、衛

生的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓練を受けた職員の支援により、心身

ともに健やかに育成されることを保障するものである。 

３ 厚生労働大臣は、設備運営基準を常に向上させるように努めるものとする。 

（最低基準の目的） 

第二条 法第三十四条の八第一項の規定により市町村が条例で定める基準（以下「最低基

準」という。）は、利用者が、明るくて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、

適切な訓練を受けた職員の支援により、心身ともに健やかに育成されることを保障する

ものである。 

（最低基準の向上） 

第三条 市町村長は、その管理に属する法第八条第四項に規定する市町村児童福祉審議会

を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては児童の保護者その

他児童福祉に係る当事者の意見を聴き、その監督に属する放課後児童健全育成事業を行

う者（以下「放課後児童健全育成事業者」という。）に対し、最低基準を超えて、その

設備及び運営を向上させるように勧告することができる。 

２ 市町村長は、最低基準を常に向上させるように努めるものとする。 
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（最低基準と放課後児童健全育成事業） 

第四条 放課後児童健全育成事業者は、最低基準を超えて、常に、その設備及び運営を向

上させなければならない。 

２ 最低基準を超えて、設備を有し、又は運営をしている放課後児童健全育成事業者にお

いては、最低基準を理由として、その設備又は運営を低下させてはならない。 

（放課後児童健全育成事業者の一般原則） 

第五条 放課後児童健全育成事業者は、利用者の人権に十分配慮するとともに、一人一人

の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、地域社会との交流及び連携を図り、児童の保護者及び

地域社会に対し、当該放課後児童健全育成事業者が行う放課後児童健全育成事業の運営

の内容を適切に説明するよう努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、その運営の内容について、自ら評価を行い、その結果

を公表するよう努めなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業を行う場所（以下「放課後児童健全育成事業所」という。）

の構造設備は、採光、換気等利用者の保健衛生及びこれらの者に対する危害防止に十分

な考慮を払って設けられなければならない。 

（放課後児童健全育成事業者と非常災害対策） 

第六条 放課後児童健全育成事業者は、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害

に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、これに対する不

断の注意と訓練をするように努めなければならない。 

２ 前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎月一回は、これを行

わなければならない。 

（放課後児童健全育成事業の職員の一般的要件） 

第七条 放課後児童健全育成事業に従事する職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と

倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理論

及び実際について訓練を受けた者でなければならない。 

（職員の知識及び技能の向上等） 

第八条 放課後児童健全育成事業の職員は、常に自己研鑽に励み、児童の健全な育成を図

るために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確

保しなければならない。 

（設備の基準） 

第九条 放課後児童健全育成事業所には、遊び及び生活の場としての機能並びに静養する

ための機能を備えた区画（以下この条において「専用区画」という。）を設けるほか、

支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 
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２ 専用区画の面積は、児童一人につきおおむね一・六五平方メートル以上でなければな

らない。 

３ 専用区画並びに第一項に規定する設備及び備品等（次項において「専用区画等」とい

う。）は、専ら当該放課後児童健全育成事業の用に供するものでなければならない。た

だし、児童の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

４ 専用区画等は、衛生及び安全が確保されたものでなければならない。 

（職員） 

第十条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、放課後児童支

援員を置かなければならない。 

２ 放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに二人以上とする。ただし、その一人を除

き、補助員（放課後児童支援員が行う支援について放課後児童支援員を補助する者をい

う。）をもってこれに代えることができる。 

３ 放課後児童支援員は、次のいずれかに該当するものであって、都道府県知事が行う研

修を修了したものでなければならない。 

一 保育士の資格を有する者 

二 社会福祉士の資格を有する者 

三 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定による高等学校若しくは中等教

育学校を卒業した者、同法第九十条第二項の規定により大学への入学を認められた者

若しくは通常の課程による十二年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程に

よりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等

以上の資格を有すると認定した者（以下この項において「高等学校卒業者等」とい

う。）であって、二年以上児童福祉事業に従事したもの 

四 学校教育法の規定により、幼稚園、小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校の

教諭となる資格を有する者 

五 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸

術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

六 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸

術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程において優秀な成績で

単位を修得したことにより、同法第百二条第二項の規定により大学院への入学が認め

られた者 

七 学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、

芸術学若しくは体育学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した

者 

八 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育

学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 
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九 高等学校卒業者等であり、かつ、二年以上放課後児童健全育成事業に類似する事業

に従事した者であって、市町村長が適当と認めたもの 

４ 第二項の支援の単位は、放課後児童健全育成事業における支援であって、その提供が

同時に一又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをいい、一の支援の単位を構

成する児童の数は、おおむね四十人以下とする。 

５ 放課後児童支援員及び補助員は、支援の単位ごとに専ら当該支援の提供に当たる者で

なければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

（児童を平等に取り扱う原則） 

第十一条 放課後児童健全育成事業者は、利用者の国籍、信条又は社会的身分によって、

差別的取扱いをしてはならない。 

（虐待等の禁止） 

第十二条 放課後児童健全育成事業の職員は、利用者に対し、法第三十三条の十各号に掲

げる行為その他当該利用者の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

（衛生管理等） 

第十三条 放課後児童健全育成事業者は、利用者の使用する設備、食器等又は飲用に供す

る水については、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所において感染症又は食中毒

が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業所には、必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、そ

れらの管理を適正に行わなければならない。 

（運営規程） 

第十四条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、次の各号に

掲げる事業の運営についての重要事項に関する運営規程を定めておかなければならな

い。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 職員の職種、員数及び職務の内容 

三 開所している日及び時間 

四 支援の内容及び当該支援の提供につき利用者の保護者が支払うべき額 

五 利用定員 

六 事業の利用に当たっての留意事項 

七 緊急時等における対応方法 

八 非常災害対策 

九 虐待の防止のための措置に関する事項 

十 その他事業の運営に関する重要事項 
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（放課後児童健全育成事業者が備える帳簿） 

第十五条 放課後児童健全育成事業者は、職員、財産、収支及び利用者の処遇の状況を明

らかにする帳簿を整備しておかなければならない。 

（秘密保持等） 

第十六条 放課後児童健全育成事業の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利

用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知

り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければ

ならない。 

（苦情への対応） 

第十七条 放課後児童健全育成事業者は、その行った支援に関する利用者又はその保護者

等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置す

る等の必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、その行った支援に関し、市町村から指導又は助言を受

けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第八十三

条に規定する運営適正化委員会が行う同法第八十五条第一項の規定による調査にできる

限り協力しなければならない。 

（開所時間及び日数） 

第十八条 放課後児童健全育成事業者は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各

号に定める時間以上を原則とし、その地方における児童の保護者の労働時間、小学校の

授業の終了の時刻その他の状況等を考慮して、放課後児童健全育成事業所ごとに開所す

る時間を定める。 

一 小学校の授業の休業日に行う放課後児童健全育成事業 一日につき八時間 

二 小学校の授業の休業日以外の日に行う放課後児童健全育成事業 一日につき三時間 

２ 放課後児童健全育成事業者は、一年につき二百五十日以上を原則とし、その地方にお

ける児童の保護者の就労日数、小学校の授業の休業日その他の状況等を考慮して、放課

後児童健全育成事業所ごとに開所する日数を定める。 

（保護者との連絡） 

第十九条 放課後児童健全育成事業者は、常に利用者の保護者と密接な連絡をとり、当該

利用者の健康及び行動を説明するとともに、支援の内容等につき、その保護者の理解及

び協力を得るよう努めなければならない。 

（関係機関との連携） 

第二十条 放課後児童健全育成事業者は、市町村、児童福祉施設、利用者の通学する小学

校等関係機関と密接に連携して利用者の支援に当たらなければならない。 
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（事故発生時の対応） 

第二十一条 放課後児童健全育成事業者は、利用者に対する支援により事故が発生した場

合は、速やかに、市町村、当該利用者の保護者等に連絡を行うとともに、必要な措置を

講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者に対する支援により賠償すべき事故が発生した

場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この省令は、子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成二

十四年法律第六十七号）の施行の日から施行する。 

（職員の経過措置） 

第二条 この省令の施行の際現に放課後児童健全育成事業所における業務に従事している

放課後児童支援員に相当する者は、第十条の規定にかかわらず、平成三十二年三月三十

一日までの間は、引き続き当該放課後児童健全育成事業所において、当該業務に従事す

ることができる。 

２ この省令の施行の日から平成三十二年三月三十一日までの間に事業を開始した放課後

児童健全育成事業所については、第四条柱書き中「修了したもの」とあるのは、「修了

したもの（平成三十二年三月三十一日までに修了することを予定している者を含

む。）」とする。 


